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商業及び工業については，多彩な人と豊かな資源で織りなすにぎわい活力都市の実
現に向け，地域資源・特性を生かした産業の活性化を図るほか，新たな産業の創出や
地場産業の成長促進，企業・人材の育成等により，地域産業の振興に取り組んでいる。
農業，林業，水産業については，持続的発展と活力ある農村地域づくりを目指し，

都市型農業の推進や地域の特性を生かした農業の振興を図るほか，多様な機能を持つ
森林の育成や，豊かな漁場造成と生産基盤の充実等により，農林水産業の振興に取り
組んでいる。
中央卸売市場については，生鮮食料品等の取引の適正化と流通の円滑化を図るとと

もに，市場の活性化に関係団体等と一体になって取り組んでいる。

１ 商工概況
敢 事業所概要

本市は，南九州における産業活動の拠点都市として重要な役割を担いながら，商
業・サービス業を中心に発展をつづけている。
平成28年６月１日現在の経済センサス（活動調査）によると，産業別事業所数は卸

売・小売業が全体の28．2％で最も多く，宿泊業，飲食サービス業が１2．8％，医療・福
祉が９．8％とつづいている。経営規模については，従業者規模別でみると，中小・零
細な事業所が多く，従業者数４人以下が55．6％を占めている。
① 産業別事業所数（非農林漁業） （平成28年経済センサス－活動調査）

（注１）数字は，公務を除く民営のみの集計である。
（注２）「構成比」は，四捨五入の関係で必ずしも100にならない。

－２３９－

産

業
（
１
商
工
概
況
）

産 業

１事業所当たり
従業者数（人）

従 業 者 数事 業 所 数区 分
産 業 構成比（％）実 数（人）構成比（％）実 数

10．00．0%700．0%7鉱 業 ， 採 石 業 ， 砂 利 採 取 業

8．37．0%19，0928．5%2，308建 設 業

14．46．1%16，5884．2%1，155製 造 業

52．20．5%1，4090．1%27電気・ガス・熱供給・水道業

17．91．8%5，0401．0%281情 報 通 信 業

21．25．6%15，3832．7%724運 輸 業 ・ 郵 便 業

9．025．1%68，86628．2%7，673卸 売 業 ・ 小 売 業

15．83．3%8，9362．1%566金 融 業 ・ 保 険 業

3．72．3%6，2706．3%1，706不 動 産 業 ・ 物 品 賃 貸 業

5．83．0%8，1035．1%1，392学術研究，専門・技術サービス業

7．79．8%26，89612．8%3，484宿 泊 業 ， 飲 食 サ ー ビ ス 業

5．14．5%12，2848．8%2，397生活関連サービス業，娯楽業

14．04．4%12，0873．2%862教 育 ， 学 習 支 援 業

19．118．7%51，1889．8%2，677医 療 ・ 福 祉

15．81．0%2，6190．6%166複 合 サ ー ビ ス 事 業

10．87．0%19，1016．5%1，772サービス業（他に分類されないもの）

100%273，932100%27，197総 数



② 産業別・規模別事業所数（非農林漁業）

（平成28年経済センサス－活動調査）

（注）数字は，公務を除く民営のみの集計である。
柑 商 業

卸売業，小売業について，平成28年６月１日現在の経済センサス（活動調査）によ
ると，事業所数7，673，従業者数68，866人で，それぞれ県全体の36．4％，46．2％を占め
ている。また，飲食店については，事業所数3，029，従業者数20，800人となっている。

（平成28年経済センサス－活動調査）

（注）格付け不能の事業所数及び従業者数については，計にのみ計上しているため，各
業種の合計と必ずしも一致しない。

－２４０－

産

業
（
１
商
工
概
況
）

従業者数（人）事業所数項 目
業 種

12512各 種 商 品卸

売

業

62073繊 維 ・ 衣 服 等
7，412565飲 食 料 品
4，062499建築材料，鉱物・金属材料等
6，021699機 械 器 具
4，882555そ の 他 の 卸 売 業
23，1222，403計
2，34310各 種 商 品小

売

業

3，542763織物・衣服・身の回り品
19，0771，564飲 食 料 品
4，826779機 械 器 具
12，9581，908そ の 他 の 小 売 業
2，996245無 店 舗 小 売 業
45，7445，270計
68，8667，673総 計

従業者数（人）事業所数項 目
業 種

20，8003，029飲 食 店

計
出向・派
遣従業者
のみ

３００人
以上

２００～
２９９人

１００～
１９９人

５０～
９９人

３０～
４９人

２０～
２９人

１０～
１９人

５～
９人

１～
４人

従業者別
産 業

7－－－－－－1231鉱業，採石業，砂利採取業

2，3085－192667913176491，143建 設 業

1,15513312467473160233550製 造 業

27－－32314257電気・ガス・熱供給・水道業

28122171317125257118情 報 通 信 業

7246－32558707612396267運 輸 業 ・ 郵 便 業

7，67356913411141702981，0461，6904，236卸 売 業 ・ 小 売 業

5666132193543132133192金 融 業 ・ 保 険 業

1，7069－－－71815711971，389不 動 産 業 ・ 物 品 賃 貸 業

1，3926－－3121732127304891学術研究，専門・技術サービス業

3，484512237881884457511，965宿 泊 業 ， 飲 食 サ ー ビ ス 業

2，397161161841521342641，864生活関連サービス業，娯楽業

862933916474892139496教 育 ， 学 習 支 援 業

2，677417105193156181544757864医 療 ・ 福 祉

16612－－3－3257161複 合 サ ー ビ ス 事 業

1，7723247234347621732901，091サービス業（他に分類されないもの）

27，19715843501925088481，1793，4455，63915，135総 数

100%0．6%0．2%0．2%0．7%1．9%3．1%4．3%12．7%20．7%55．6%構 成 比 （ ％ ）



平成26年７月１日現在の商業統計調査（飲食店は除く）によると，事業所数
8，030，従業者数64，407人，年間商品販売額約２兆2，391億83百万円で，それぞれ県全
体の36．7％，46．1％，60．3％を占めている。

（平成26年商業統計調査）

（注１）｢無店舗小売業｣は，平成26年調査からの新業種
（注２）｢年間商品販売額｣については，積み上げた数値とその合計値は四捨五入の関係
で必ずしも一致しない。
桓 工 業

平成28年６月１日現在の経済センサス（活動調査）によると，事業所数は532，従業者
数は12，128人，製造品出荷額等は３，757億2，965万円となっている。
業種別に製造品出荷額等をみると，食料品製造業が最も多く，続いて，飲料・たば

こ・飼料製造業，印刷・同関連業の順となっている。

① 工業における事業所数等（従業者４人以上の事業所）

（平成28年経済センサス‐活動調査）

－２４１－

製 造 品 出 荷
額等（万円）

従 業 者 数
（人）事 業 所 数業 種 分 類

16，934，388６，040159食 料 品 製 造 業
11，531，99587040飲 料 ・ た ば こ ・ 飼 料 製 造 業

537，28860537繊 維 工 業
546，55524219木 材 ・ 木 製 品 製 造 業
337，67327736家 具 ・ 装 備 品 製 造 業
367，3581608パ ル プ ・ 紙 ・ 紙 加 工 品 製 造 業

1，464，1371，03959印 刷 ・ 同 関 連 業
938，2241095化 学 工 業
89，64940３石 油 製 品 ・ 石 炭 製 品 製 造 業
233，7251205プ ラ ス チ ッ ク 製 品 製 造 業

Ｘ17２ゴ ム 製 品 製 造 業

産

業
（
１
商
工
概
況
）

売場面積
（㎡）

年間商品販売額
（百万円）

従業者数
（人）事業所数項 目

業 種
－5，20411311各 種 商 品卸

売

業

－12，42453268繊 維 ･ 衣 服 等
－751，5587，133600飲 食 料 品
－393，4154，734546建築材料､鉱物･金属材料等
－240，6905，754728機 械 器 具
－233，2325，188601そ の 他 の 卸 売 業
－1，636，52223，4542，554計

80，21269，2102，82021各 種 商 品小

売

業

78，21237，2913，434777織物･衣服･身の回り品
172，943154，18716，0441，656飲 食 料 品
47，480125，9954，819806機 械 器 具
174，582170，01711，4061，982そ の 他 の 小 売 業

－45，9612，430234無 店 舗 小 売 業
553，429602，66140，9535，476計
553，4292，239，18364，4078，030総 計



産

業
（
１
商
工
概
況
）

（注）Ｘは統計処理上公表することが好ましくないものを表す。

② 本市特産品の製造品出荷額等 （平成26年工業統計調査）

鹿児島臨海工業地帯の企業（製造業）立地状況 （平成２０年工業統計調査）

（注）全事業所

－２４２－

備 考
製造品出荷額（百万円）事 業 所 数

区 分
市県市県

従 業 者 ４ 人
以 上 の 事 業 所

19,66437,06730200荒 茶 ・ 緑 茶
6,268113,2094108焼 酎
2785431116本 場 大 島 紬

業 種事業所数用 地 名

食料品２４，金属製品１５，家具・装備品９，木材・木製品５，窯
業・土石５，飲料・たばこ・飼料４，印刷３，生産用機械３，
輸送用機械３，化学２，鉄鋼２，パルプ・紙，はん用機械，業
務用機械，電子部品・デバイス・電子回路，電気機械各１，その
他の製造業５

８５１ 号 用 地

食料品２３，飲料・たばこ・飼料１６，印刷９，金属製品５，窯業・土
石４，パルプ・紙２，生産用機械２，繊維，化学，石油製品・
石炭製品，鉄鋼，輸送用機械各１

６６２ 号 用 地

木材・木製品８，食料品４，家具・装備品３，電気機械２，窯
業・土石１１８３ 号 用 地

はん用機械２，金属製品，生産用機械，電気機械各１５４ 号 用 地
家具・装備品９，木材・木製品５，金属製品４，繊維３，食料
品，窯業・土石各１，その他の製造業４２７東 開 町

工 業 用 地

製 造 品 出 荷
額等（万円）

従 業 者 数
（人）事 業 所 数業 種 分 類

1，019，95951431窯 業 ・ 土 石 製 品 製 造 業
253，398794鉄 鋼 業

Ｘ41非 鉄 金 属 製 造 業
1，228，63970246金 属 製 品 製 造 業

58，468516は ん 用 機 械 器 具 製 造 業
837，50537918生 産 用 機 械 器 具 製 造 業
153，3931168業 務 用 機 械 器 具 製 造 業
88，3662344電子部品・デバイス・電子回路製造業
133，6411024電 気 機 械 器 具 製 造 業
387，1651489輸 送 用 機 械 器 具 製 造 業
370，37928028そ の 他 の 製 造 業

37，572，96512，128532計



産

業
（
１
商
工
概
況
）

棺 貿 易

① 概 況

平成３０年の鹿児島港における貿易総額（通関実績）は，１兆1，10１億２，１８７万円
で，前年に比べ２0．2％の増である。輸出総額は，192億4，5１５万円（貿易総額の
1．7％）で，前年比５29．３％の増，輸入総額は１兆908億７，６７２万円（貿易総額の
98．3％）で，前年に比べ18．6％の増であった。
貿易面からみると圧倒的に輸入港としての性格が強い。
輸出については，再輸出品が全体の82．1％でもっとも多く，次いで魚介類及び

同調製品が6．9％などとなっている。
一方，輸入については，全体の93．7％を石油及び同製品が占めており，次いで

穀物及び同調製品が2．9％などとなっている。
② 鹿児島港・鹿児島空港における通関実績 （単位：千円）

資料：平成３０年外国貿易年表（長崎税関）

③ 国別輸出額（鹿児島港） （単位：千円）

資料：平成３０年外国貿易年表（長崎税関）

－２４３－

平成３０年平成29年平成28年
区分

対前年比実 績対前年比実 績対前年比実 績
５２９．３％１９，２４５，１４７80．6%3，636，070201．4%4，510，515鹿 児 島 港輸

出
３５２．６％３，８７７，２４２42．1%1，099，573272．3%2，608，869空 港
４８８．３％２３，１２２，３８９66．5%4，735，643222．7%7，119，384計
１１８．６％１，０９０，８７６，７２４129．7%919，953，75375．6%709，165，339鹿 児 島 港輸

入
１６７．４％１１，９５６，５９６396．2%7，142，63240．8%1，802，608空 港
１１９．０％１，１０２，８３３，３２０130．4%927，096，38575．4%710，967，947計
１２０．２％１，１１０，１２１，８７１129．4%923，589，82375．9%713，675，854鹿 児 島 港輸

出
入
合
計

１９２．１％１５，８３３，８３８186．8%8，242，20582．0%4，411，477空 港
１２０．８％１，１２５，９５５，７０９129．8%931，832，02875．9%718，087，331計

主 要 品 目構 成 比金 額国 名
再輸出品５８．３％１１，２２８，４４５中華人民共和国
再輸出品２７．２％５，２３６，８５６シ ン ガ ポ ー ル
魚介類及び同調製品７．０％１，３４１，７５４アメリカ合衆国
船舶類４．２％８１１，６４７大 韓 民 国
元素及び化合物２．２％４１６，５４３メ キ シ コ

１．１％２０９，９０２そ の 他
（前年比：５２９．３％）１００．０％１９，２４５，１４７合 計



産

業
（
１
商
工
概
況
）

④ 国別輸入額（鹿児島港） （単位：千円）

資料：平成３０年外国貿易年表（長崎税関）

款 商工業振興対策

① 商業・サービス業振興

商業・サービス業については，消費者ニーズの多様化・個性化，地域間・業態
間競争の激化，情報化の進展などの経営環境の変化に商業者等が的確に対応し，
経営力の向上を図るため，研修会等に講師を派遣するとともに，基礎資料の収
集・情報提供を行い，長期的な街づくりを踏まえつつ，環境整備や共同事業など
を支援することにより，魅力ある商店街の形成を促進する。
また，中小企業の情報化を進めるとともに，情報関連企業やデザイン関連産業

等の育成支援，ベンチャービジネスの展開や新規創業の促進，コールセンター業
などの企業立地推進に取り組む。

（商業・サービス業施策）

ア にぎわい商店街づくり支援事業
商店街の課題等を分析する商店街診断の実施に対し支援する。また，その結

果を踏まえた商店街づくり計画の策定を支援する。（平成３０年度実績なし）
イ 中小企業振興条例に基づく助成事業

一般公衆の利便に寄与する街路灯・アーケード等の共同施設や事業共同化の
ための共同施設を設置する商店街に対し，助成対象事業費の２分の１以内（補
助限度額：１事業につき１億円）を助成し，また，ＬＥＤ等の省エネ型街路灯
への改修を行う商店街に対し，助成対象事業費の２分の１以内（補助限度額
１００万円）を助成する。（平成３０年度実績３件）

さらに，中小企業者が事業協同組合等を組織した場合に，５万円＋２千円×
組合員数（補助限度額１０万円）を助成する。（平成３０年度実績４件）

ウ 元気の出る中小企業支援事業
共同事業等の研究会や個店の経営に必要な知識や情報を習得するための研修

会等を自主的に実施する商店街及び中小企業者で組織するグループ等に対し
て，専門的知識や経験を有するアドバイザー等を派遣する。（平成３０年度実績
１２件）

－２４４－

主 要 品 目構 成 比金 額国 名
原油及び粗油２７．７％３０２，５９５，５７７サウジアラビア
原油及び粗油１６．９％１８４，５５０，１２２アラブ首長国連邦
原油及び粗油１１．３％１２３，６７９，００４ク ウ ェ ー ト
原油及び粗油７．０％７６，３６２，９６４アメリカ合衆国
原油及び粗油７．０％７６，０９７，４２６イ ラ ク

３０．０％３２７，５９１，６３１そ の 他
（前年比：１１８．６％）１００．０％１，０９０，８７６，７２４合 計
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エ 街なかリノベーション推進事業
空き店舗等の有効活用を促進するため，リノベーションスクール修了生が事

業計画等を作成する場を提供する。（リノベーションスクール受講者数 平成30
年度実績22人）

オ 頑張る商店街支援事業
商店街等が独自のアイデアや創意工夫を生かし，商店街の活性化を図るため

に実施する事業に対し，補助対象経費の２分の１以内（補助限度額：総合支援
型は4００万円，個別支援型は5０万円）を助成する。（平成３０年度実績4１件）

カ 明るい商店街づくり支援事業
商店街の夜の魅力の創出と消費者が安心して楽しく買物ができる環境づくり

を促進するために，商店街が設置し，維持管理する街路灯等にかかる電気料の
一部及びリースまたはレンタル契約により省エネ電球を導入した場合のリース
またはレンタル料の一部について助成する。（平成３０年度実績６４件）

キ 地域繁盛店づくり支援事業
実践的なセミナーと店舗での指導を組み合わせた研修会を開催し，地域商業

の中核となる繁盛店を育成することにより，商店街全体の活性化につなげる。
（平成３０年度実績６件）

ク 創業者テナントマッチング事業
本市が主催する創業に関するセミナーなどを修了した者が，中心市街地内の

商店街等の空き店舗を活用して，新規開業する場合，店舗の整備に要する経費
に対して助成する。（平成30年度実績なし）

ケ クリエイティブ産業の育成支援
鹿児島市クリエイティブ産業創出拠点施設「マークメイザン」を拠点に，ク

リエイティブ人材等の育成，多様な事業者等との交流等を行う。
契 クリエイティブ人材育成
形 コミュニティ形成
径 情報発信
・マークメイザンの概要
所在地 名山町９－１５
供用開始 平成31年２月
延床面積 2，732．2㎡
入居室２４室，シェアオフィス６ブース，交流スペース，ユーティリティスタ

ジオ，テストキッチンなどを設置
※ソフトプラザかごしまをリニューアル整備し，平成31年２月供用開始

② 工業・地場産業振興

本市工業は，食料品関連産業及び印刷関連産業などの中小企業が中心となって
おり，その約８割は小規模企業である。また，企業立地の状況は，鹿児島臨海工
業地帯（約８６７ｈａ）に比較的規模の大きい食料品関連産業や金属製品，木材・木
製品製造業等が集積しているものの，他の企業は市街地に散在しており，住工混
在の状況も見受けられる。

－２４５－
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今後は，社会経済環境の変化に対応し，経営基盤の強化，製品の品質向上や技
術力，研究開発力等の充実を図るとともに，地域の資源や特性を生かした新事業
の創出や新分野への事業展開などのほか，創業や起業家をめざす人材の育成やベ
ンチャー企業の育成支援に，産学官が連携して取り組む。
更に，地場産業については，伝統技術・技能を継承する後継者の確保と育成に

努めるとともに，経営基盤の強化を図り，鹿児島らしさを生かした企業の振興に
努める。

（工業・地場産業施策）

ア かごしまの新特産品コンクールの開催
製造業者の新商品開発の促進と，技術やデザインの向上・改善等を図るた

め，県内で新たに開発・製造・改良された商品のコンクールを開催し，優秀商
品を表彰するとともに，入賞商品を市内や県外で展示・販売することにより，
特産品のＰＲと販路拡大を図る。

イ 伝統的工芸産業の活路開拓支援事業
伝統的工芸産業の活性化を図るため，本場大島紬など伝統的工芸産業の産地

組合等が活路開拓を目的として行う事業に対し助成を行うとともに，県薩摩焼
協同組合等とともに，薩摩焼フェスタを開催する。（平成３０年度実績３件）

ウ 地場産業支援のための施設管理等
市内の大島紬，竹製品製造業者の作業の場として，大島紬締機センター（真

砂本町５８番２６号），大島紬のり張りセンター（卸本町４番地２），竹産業振興セ
ンター（小山田町９３５３）を運営し，本場大島紬産業，竹産業の振興・育成を図る。

エ 中小企業振興条例に基づく助成事業
中小企業者が事業協同組合等を組織化したり，事業協同組合等が構成員の事

業共同化のための共同施設等を設置する事業に対し助成を行う。（平成３０年度助
成実績：なし）

オ 「メイドインかごしま」支援事業
本市中小企業者（製造業者等）の経営力の強化や製品等の販路拡大の取組を

支援する。
契 経営力強化事業
・製造業者や製造業グループへのアドバイザー派遣（平成３０年度実績１５件）
・中小企業者（製造業者等）の知的財産権等取得や人材育成等に対する助成
（平成３０年度実績２件）

・相談会の開催（平成３０年度実績１件）
形 新製品等支援事業
・中小企業者（製造業者等）の新製品，新技術の開発等に対する助成（平成
３０年度実績５件）

・中小企業者が行う新商品の販路開拓に対する助成（平成３０年度実績５件）
径 販路拡大推進事業
・四市（鹿児島市，熊本市，福岡市，北九州市）連携による地場企業販路拡
大推進

－２４６－
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・中小企業者（製造業者等）の国内見本市，商談会等への出展，主催展示会
等に対する助成（平成３０年度実績19件）

カ よかもん自慢支援事業
かごしまの新特産品コンクールにおいて市長賞及び県知事賞等を受賞した市

内企業の商品の販路拡大の取組を支援することにより，活力ある地場産業の育
成・振興を図る。（平成３０年度実績２件）

キ 輸出チャレンジ支援事業
市内の中小企業者等の海外に向けた販路開拓を支援するため，海外で開催さ

れる合同展示会等に出展する経費の一部を助成する。（補助対象経費の２分の
１以内，補助限度額：１～３年度目２０万円，４～５年度目１0万円）（平成３０年
度実績９件）

ク 海外販路拡大ステップアップ支援事業
海外への販路拡大に取り組む市内の中小企業者等に対し，翻訳を伴う海外向

け商品パッケージ及び販促品の作成並びに外国語版ホームページの作成に係る
経費の一部を助成する。（補助対象経費の２分の１以内，補助限度額：商品
パッケージ及び販促品の作成５万円，外国語版ホームページ作成10万円）
※令和元年度新規事業

ケ 海外展開促進調査事業
本市における地域産業の海外展開を促進する新たな取組を検討するため，市

内企業に対する海外展開や外国人人材活用に関するアンケート等を実施し，そ
の実情や課題等を調査する。 ※令和元年度新規事業

コ 戦略的海外販路拡大支援事業
海外への販路拡大を目指す本市の中小企業者に対し，海外ビジネスに精通す

る支援員により，貿易実務レベルや段階に応じたきめ細やかな伴走支援を行
い，各企業の強みを生かした戦略的な取組を促進する。 ※令和元年度新規事業

③ 中心市街地活性化

第２期計画の計画期間終了に伴い，新たに第３期計画（計画期間平成30年４月
～令和５年３月）を策定し，内閣総理大臣の認定を受けた。これまでの成果を生
かしながら，観光・商業・交流によるにぎわいあふれる次代のまちづくりを，市
民・事業者・行政等が一体となって進める。
ア 中心市街地活性化推進事業

認定を受けた第３期計画を推進するとともに，中心市街地活性化協議会に対す
る支援等を行うことにより，都市機能の増進及び経済活力の向上を促進する。

イ 街なかサービス推進事業
中心市街地における来街者の利便性と回遊性の向上や，街なかのにぎわい創

出を図るため，観光やイベント等の案内，トイレ・ベビーカーの貸出等の街な
かサービス及び特産品の展示などを行う天まちサロンを運営する。

④ その他

ア ＳＯＨＯ事業者の育成支援
ソーホーかごしまを拠点にＳＯＨＯ事業者等の育成支援を図る。

－２４７－
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契 ソーホーかごしまの運営
形 入居者等に対する支援
径 新規創業者に対する創業準備支援
・ソーホーかごしまの概要
所在地 易居町１－２（市役所みなと大通り別館６階）
供用開始 平成１６年１２月
延床面積 １，４３９．２釈
入居室２１室，創業準備ブース，交流サロン，会議室などを設置

イ 企業立地の推進
市外企業の誘致や地元企業の増設等による企業立地を戦略的に推進し，本市

商工業の振興，雇用の拡大に繋げる。
契 企業訪問活動
形 企業立地パンフレットの作成配布等によるＰＲ活動
径 鹿児島県企業誘致推進協議会が行う企業立地懇話会や事務研修会への参加
恵 企業立地に対する優遇制度

ウ 新規創業者等育成支援事業
ベンチャービジネスの展開や新規創業の促進を図るため，インキュベーショ

ン・マネージャーの配置や創業に関するセミナー，創業カフェを開催するな
ど，新規創業者等に対する支援を行う。

エ 女性・学生・シニア起業チャレンジ支援事業
起業・ベンチャーに関心や意欲をもつ女性，学生，シニアに対する相談・支

援体制を充実するため，起業セミナー等の開催や相談支援を行う。
オ 新産業創出支援事業

ヘルスケアビジネスなど新たな産業を創出するため，新サービス等の創出に
向けた取組に対し，助成等の支援を行うほか，大きな成長を目指す事業者の新
規事業開発の支援に，新たに民間金融機関と連携して取り組む。

カ フードビジネス推進事業
かごしまの豊かな農林水産資源や食品加工技術等を生かしたこだわりのある

新商品開発等を促進するため，食品関連事業者の商品開発や販路開拓等を支援
する。

キ 商工業振興プラン推進事業
本市商工業振興の基本計画である商工業振興プランを着実に推進するため，

推進会議においてプランに掲げた施策の実施状況等について協議を行い，商工
業振興の推進を図る。

ク クリエイティブ産業創出支援事業
市内デザイナー等のスキルアップや製造業者等のデザイン面での事業革新を

支援するため，「かごしまデザインアワード」や人材育成セミナー等を実施
し，クリエイティブ産業の振興を図る。

ケ クリエイティブ人材誘致事業
製品等の高付加価値化の促進や新たな価値を創造するクリエイティブ人材を

－２４８－
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誘致するため，情報発信を充実するとともに，ＵＩＪターンイベント等の開催や
移住に係る経費の助成を行う。

コ カゴシマクリエイティブライブ2019＠シブヤ（仮称）開催事業
本市のクリエイティブ産業振興の取組等を全国へ情報発信するため，渋谷区

の協力を得て同区において，クリエイティブ産業の振興をテーマとしたイベン
トを開催する。

サ クリエイティブ産業創出拠点施設企画運営事業
クリエイティブ産業の振興を図り，地域経済の活性化に資するため，クリエ

イティブ人材等の育成，多様な事業者等との交流を行う拠点施設「マークメイ
ザン」の企画運営を行う。

歓 雇用対策

① 雇用機会の拡大促進

ア 助成制度
・就職困難者等雇用奨励金制度
障害者，高年齢者，母子家庭の母等，生活保護受給者等，正規雇用の機会を

逃したこと等により，十分なキャリア形成がなされず，正規雇用に就くことが
困難な者及びその他就職が特に困難な者の雇用の拡大・促進を図る。
・トライアル雇用支援金制度
雇用機会の拡大及び安定的な雇用の確保を図るため，若年者等を雇用した市

内事業主に対し，国のトライアル雇用事業と協調して市単独の支援金を支給す
る。
・中小企業ＵＩＪターン人材確保支援事業
市内中小企業のＵＩＪターンによる人材の確保を支援するため，県外で開催

される合同企業説明会等に参加する事業所に対し，その経費の一部を助成する。
イ 若年者の雇用促進
・かごしまで働きたい若者応援会議運営事業
18歳人口をはじめとする若者の市外流出抑制に向け，地元定着やＵターンに

資する取組について，産学官が連携して検討を進める。
・若者就職支援フェア「みらいワーク“かごしま”」開催事業
若者の市外流出抑制に向け，地元企業に対する理解促進等を図るため，地元

の企業等が一堂に会し，中学生をはじめとする若い世代への企業等の魅力発信
や情報提供を労働局・県と連携して行う。
・若年者就職サポート事業
経済団体等への若者の地元就職促進に向けた要請や国・県・関係機関が実施し

ているセミナー等を紹介した「キャリア形成ガイドブック」の作成・配布，就職
を希望する市内の高校３年生や新規就職者をそれぞれ対象としたセミナー・講演
会を行う。
・ものづくり職人人材マッチング事業
若年者に対し，職場見学やホームページ等による職人の魅力の情報発信などを

行うことにより，ものづくり分野の担い手の掘り起こしや就職・起業につなげる。
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ウ 女性の雇用促進
・働きたい女性の就活応援事業
働く意欲のある女性の再就職等の促進を図るため，職場見学会や講座を開催

し，離職期間があることに伴う不安等の解消を図りながら，就職活動をサポー
トする。

エ 高年齢者の就労促進
・シルバー人材センターへの助成
設 立 昭和５６年１０月１３日
会 員 数 3，６９１人（平成3１．３．３１現在）
目 的 「生きがい」や「社会参加」を希望する高年齢者に対し，臨時

的・短期的就業又は，その他の軽易な業務に係る就業の機会を提供
する同シルバー人材センターの運営を支援し，高年齢者の就業機会
の拡大を図る。

・就労促進ガイドブックの発行
オ 障害者の雇用促進
・障害者技能向上支援事業
特別支援学校の生徒を対象に技能体験教室を実施し技能向上の機会を提供す

るとともに，職業技能を競い合うアビリンピック出場を目指す従業員の技能習
得に要する経費への助成などを行う。

カ 留学生の人材確保
・留学生人材確保推進事業
在学中から鹿児島の産業や事業所への理解促進を図り，卒業後も鹿児島で活

躍する有能な人材を確保するため，留学生を対象とした職場見学会を開催する。
キ 連携中枢都市圏内の雇用促進
・連携中枢都市圏合同企業説明会開催事業
連携中枢都市圏を形成する４市で，合同企業説明会を開催し，圏域全体で人

材の確保や雇用機会の拡大を図る。
ク 労政広報紙の発行
・中小企業のひろばの発行

ケ しごと情報ナビの運用
・国や県，関係機関を含めた市内の仕事に関する情報をわかりやすく案内する
ポータルサイトを運用する。

② 職業能力の開発促進

ア 助成制度
・認定職業能力開発連絡協議会への助成
・認定職業能力開発校特例運営費助成
・ものづくり職人育成支援事業
ものづくり分野の技能継承，技術力向上等を図るとともに，市内事業所の人

材育成を支援するため，職業訓練センターで実施される職業訓練に要する経費
を助成する。

－２５０－



産
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イ 職業訓練センターの設置
平成１８年度から職業訓練法人鹿児島市職業訓練協会が，指定管理者として施

設の管理運営を行っている。
・開 設 昭和４７年７月２２日
・敷地面積 ３，６２３．１３釈 ・敷地延床面積 ２，３４８．４７釈

ウ 技能功労者等表彰
・技能功労者表彰
優れた技能を有し，他の模範となる者（４５歳以上，同一職種経験年数２０年以上）

・青年優秀技能者表彰
青年優秀技能者にふさわしい優れた技能を有し，将来を嘱望される者（３９歳

以下，同一職種経験年数１０年以上）
エ 認定職業能力開発校優良訓練修了生の表彰

③ 勤労者福祉

ア 助成制度
・中小企業退職金共済制度等への加入促進
中小企業の人材確保と従業員の福祉の増進を図るため，新規に中小企業退職

金共済制度等に加入した事業主に対し，同制度の共済掛金の一部を助成する。
・中小企業勤労者福祉サービスセンターへの助成
設 立 平成５年７月１日
会 員 数 ２０，３９１人（平成3１．３．３１現在）
目 的 市内の中小企業勤労者に対し在職中の生活の安定，健康の維持増

進，自己啓発，余暇活動等に係る総合的な福利厚生事業を提供する同
サービスセンターの運営を支援する。

イ 勤労者交流センターの設置
勤労者の余暇活用の充実と相互の交流を促進するために設置したもので，体

育館，トレーニングルーム，多目的ホールなどのほか，情報コーナーやふれあ
いコーナーなどのオープンスペースを備えた施設となっている。
平成１８年度から（公財）鹿児島市中小企業勤労者福祉サービスセンターが指定

管理者として施設の管理運営を行っている。
所 在 地 中央町１０番地（キャンセ７・８階）
供用開始 平成１３年１月１９日
開館時間 午前９時～午後９時
休 館 日 年末年始（１２月２９日～１月３日）

主な施設

－２５１－

定 員 等施 設 名

８階

定 員 等施 設 名

７階
バレーボール・卓球等
３０人
３００人

体育館
トレーニングルーム
多目的ホール

７０人
１０人
１０人
３０人
２０畳
２４畳
３０人

第１会議室
第２会議室
第３会議室
第４会議室
第１和室
第２和室
創作室
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ウ ワーク・ライフ・バランスを目指す事業所応援事業
働きやすい職場づくりを進めるため，市内の事業所に対し，ワーク・ライフ・

バランスの推進への取組事例等をリーフレットやセミナー等で紹介し，意識啓発
を図るとともに，アドバイザーを無料で派遣して具体的な取組を支援する。

２ 融資制度
市内の中小企業者に対する事業資金の融資を円滑にし，中小企業の振興を図るため，

信用保証料の一部または全額を補助するなど低金利で利用しやすい融資制度を設ける
とともに，県信用保証協会等に対する損失補償を実施している。また，県信用保証協
会に対し，財政基盤を強化するための出捐を行っている。
敢 中小企業融資制度

目 的 本市で中小企業を営み，事業振興及び経営の改善を図るため資金を必
要とする者などに対し，事業資金の融資を円滑にし，中小企業の振興を
図ることを目的とする。

融資対象 ① 市内に住所及び事業所を有する個人または法人の中小企業者等
② 申込みの時までに引き続き６月以上同一事業を営んでいること

（創業支援資金及び街なかリノベーション推進資金は別に定める）
③ 納期の到来している市税を完納していること
④ 経営内容及び資金の使途が明確で，償還が確実と認められること
⑤ 鹿児島県信用保証協会の保証を受けることができる者であること
※ 上記のほか，資金の種類ごとに利用要件等を定める。

資金の種類，内容 （平成3１．４．１現在）

－２５２－

連帯保証人保証料
補 助保証料率…注１融 資 利 率

（融資期間に応じて）融 資 期 間融 資 限 度 額資金使途資 金 の 種 類

信用保証協会
の 定 め る
ところによる

１／２
（２／３）
…注２

年０．４５％
～１．９％

１年以内 年１．8％
１年超３年以内 年２．0％
３年超５年以内 年２．1％
５年超７年以内 年２．３％
７年超 年２．4％

運転７年以内（１年据置含）
設備１０年以内（１年据置含）３，０００万円

運転資金
設備資金

産 業 振 興 資 金

不 要

３／５

年０．６５％
（年０．６％）…注3

１年以内 年１．7％
１年超３年以内 年1．9％
３年超５年以内 年２．0％
５年超７年以内 年２．2％
７年超 年２．3％

７年以内 （１年据置含）

2，00０万円特 別 小 口 資 金

信用保証協会
の 定 め る
ところによる

年０．５％
～２．２％

2，00０万円
（ただし，既存の保証
残高との合計の範囲内
とする）

小規模企業支援資金

２／３
（３／４）
（４／５）
…注５

年０．４５％
～１．９％

運転７年以内（１年据置含）
設備10年以内（１年６月

据置含）

2，０００万円
（うち運転資金は
1，400万円以内）

一 般 型創 業
支 援
資 金
…注４ 事 業 移 転 型

２／３
（３／４）
…注７（事業転換・多角化）

1,200万円
（事業拡大・海外販
路拡大・新産業創出
研究会・新特産品コ
ンクール）…注６

3,000万円

事 業 転 換 ・
多 角 化 ・
事 業 拡 大

新
事
業
展
開
支
援
資
金

２／３海外販路拡大

３／４新 産 業
創 出 研 究 会

４／５

新 特 産 品
コ ン ク ー ル

1，０００万円街なかリノベーション推進資金

運転７年以内（１年据置含）
設備１０年以内（１年据置含）３，０００万円環境配慮促進資金



産

業
（
２
融
資
制
度
）

（注1）以下に該当する場合，それぞれ年0.1％の割引あり。
・会計参与設置会社または公認会計士若しくは監査法人の監査を受けている利用者
・担保の提供がある利用者（一部資金を除く）

（注2）設備資金として利用する場合，保証料補助は２／３。運転・設備資金両方を利用する場合は，
設備資金が全体の２／３を超える場合に適用。
保証料率が年1.25％以上の場合は年0.6％（設備資金として利用する場合は年0.8％）で算出した
保証料相当額を補助。

（注3）NPO法人が利用する場合の保証料率は年0.6％。
（注4）創業支援資金の利用者に対して，当初12か月以内の支払利子相当額を補助。（上限30万円）
（注5）本市が定めるセミナー等の修了者または女性，若者（30歳未満），シニア（55歳以上）が利用す

る場合，保証料補助は３／４。なお，セミナー等の修了者が女性，若者，シニアの場合，保証
料補助は４／５。

（注6）事業拡大について，移転・増設は融資対象外。
（注7）本市が定めるセミナー等の修了者が利用する場合，保証料補助は３／４。
（注8）突発的な災害や全国的に業況が悪化している業種であることなどの事由により，経営の安定に

支障を生じている中小企業者で，市長の認定を受けた方が対象。
貸付実績

柑 県信用保証協会（平成3１．４．１現在）（特殊法人 事業開始 昭和２３年１２月）
保 証 資 格 県内に事業所（個人の場合は住居又は事務所）を有し，事業を営んでい

る中小企業
保証限度額 個人・法人２８０，０００千円，組合４８０，０００千円
保 証 期 間 運転資金１５年以内 設備資金２０年以内
保 証 料 一般保証 年率０．４５％～１．９０％

※会計参与設置会社または公認会計士若しくは監査法人の監査を受け
ている利用者及び担保の提供がある利用者については，保証料率の
割引あり。

① 市出捐金

昭和２６年度から平成１０年度まで２９２，２３０千円

－２５３－

計協同組合大島紬街なか
リノベ

新事業
展 開創 業災 害環境配慮経営安定化小規模

企 業特別小口産業振興区
分

1,749件055－3110041925251,301平
成
29
年
度 13,291,310千円0135,600－13,500389,430047,180210,000915,92014,08011,565,600

1,5４０件0４０04６４0１５２２７１０1,1８９平
成
30
年
度 1２,４１２,３１６千円01４２,１７１0１7,０００21４,２７０0３,６00８７,０００９０２,１９０２９,６７０1１,０１６,４１５

連帯保証人保証料
補 助保証料率…注１融 資 利 率

（融資期間に応じて）融 資 期 間融 資 限 度 額資金使途資 金 の 種 類

信用保証協会
の 定 め る
ところによる

４／５

１～4，６号 年０．８７％
５，７～８号 年０．８％

１年以内 年１．６％
１年超３年以内 年1．８％
３年超５年以内 年１．９％
５年超７年以内 年２．１％
７年超 年２．２％

運転７年以内（２年据置含）
設備１０年以内（２年据置含）

３，０００万円

運転資金
設備資金

セーフティネット保証対応
経 営
安定化
資 金
…注８

年０．８％３，０００万円危機関連保証対応

年０．４５％
～１．９％

３，０００万円経済環境変化等

全額運転７年以内（２年据置含）
設備１０年以内（３年据置含）１，５００万円災 害 対 策 資 金

商工組合中央
金庫の定める
ところによる

信 用 保 証 協 会 の 保 証
を 必 要 と し な い

１年以内 年１．8％
（売上減 年１．5５％）

１年超 年２．0％
３年以内 （１年据置含）組 合 ５，０００万円

組合員 ２，０００万円運転資金大島紬救済対策資金

１年以内 年１．8％
１年超３年以内 年２．0％
３年超５年以内 年２．1％
５年超７年以内 年２．3％
７年超 年２．4％

運転７年以内（１年据置含）

設備１０年以内（１年６月
据置含）

組 合 ６，０００万円
組合員 ３，０００万円
設立後６月未満の
組 合 ２，０００万円
組合員 １，０００万円

運転資金
設備資金協同組合等活性化資金
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② 基本財産 （平成3１．３．３１現在）（単位：千円）

③ 保証実績 （単位：千円）

（資料：鹿児島県信用保証協会）

３ 計量検査所
計量の適正化のため，計量器の検査，計量管理の指導・監視を充実するとともに，

暮らしに役立つ計量啓発に努める。
敢 計量検査指導事業

① 特定計量器定期検査（質量計） （平成３０年度）

② 特定計量器立入検査 （平成３０年度）

③ 商品量目立入検査 （平成３０年度）

－２５４－

不正率（％）不 正 個 数検 査 個 数検 査 戸 数

00３５６35特 定 計 量 器

０0２３２４９質 量 計

０0５８８８４合 計

不正率（％）不正個数内訳
不正個数検査個数立入戸数

不 足超 過不 足超 過

３．４０．５１０６１６１２２3，１４０９８内容量表記商品

不合格率（％）不合格個数検 査 個 数検 査 戸 数

0．６１２1，9６２７４９集 合 検 査

00２９３３所 在 場 所 検 査

00６４３４６５巡 回 検 査

０．４１２２，８９８１，２１７合 計

計基 金 準 備 金金 融 機 関
そ の 他

そ の 他 の
市 町 村鹿 児 島 市鹿 児 島 県

１5，527，4399，739，302１，４０５，９４２３８１，９７０２９２，２３０３，７０７，９９５

代 位 弁 済 額保 証 債 務 残 高保 証 承 諾
区 分

金 額件 数金 額件 数金 額件 数

2，797，063361149，618，34119，45856，731，5985，861平成29年度県
全
体 ３，２９７，２１５４２８１４０，７３５，２６６１８，４８１５４，７０２，６６５5，５０６平成30年度

1，413，40117472，426，7598，84728，624，2502，819平成29年度本
市
分 1，７１０，５９７２２６６８，０１２，４５３8，４７５２７，７２２，７９６２，６２０平成30年度
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柑 暮らしに役立つ計量啓発事業

① 「計量のひろば」の開催

計量記念日に，県や県計量協会等と共催し，計量思想の普及啓発を図るため，
「計量のひろば」を開催し，商品量目コーナー等を実施する。

② 計量チャレンジ及びキッズ計量体験教室の開催

消費生活に関連が深い「計量」について認識を深めてもらうため，「消費生活
エキスポかごしま」において，計量チャレンジ及びキッズ計量体験教室を開催す
る。

４ 農林水産業
敢 現況

本市の農林水産業を取り巻く環境は，農林水産業従事者の高齢化や担い手の不足，
遊休農地の増加，降灰や野生鳥獣による農作物被害，家畜防疫への対応などの課題の
ほか，間伐などの適切な管理が行われていない森林の増加，木材価格や魚価の低迷な
どが見られている。また，生産活動が適切に行われることにより発揮される自然環境
の保全，良好な景観の形成，伝統文化の伝承等，農林業の有する多面的機能の低下が
懸念されている。一方で，都市部住民の農林水産業及び農村地域に対する関心が高
まっていることから，安全安心かつ新鮮で良質な農林水産物の生産振興や，市民への
消費宣伝，流通の多様化に対応した地産地消を推進するとともに，農村地域ならでは
の魅力的な資源を活用した農林漁業体験など，都市部住民との交流による，活力ある
農村地域づくりを進めることが求められている。
柑 基本的方向

① 農業・農村の振興

農家や関係機関と連携し優良農地の保全や遊休農地の解消，新規就農者など農業
担い手の確保・育成，降灰等の災害対策などに取り組み，都市型農業や地域の特性
を生かした農業の振興に努めるとともに，黒牛・黒豚の資質改善を進める。また，
安全安心かつ新鮮で良質な市内産農畜産物の市民への提供に努めるほか，食の新た
な魅力づくりなど，農林水産業の６次産業化への支援等を行う中で，活力ある農
業・農村の振興を図る。
隠 森林・林業の振興

森林や林内道路などの生産基盤の整備を進め，あわせて「森林づくり」に対する
市民の意識の醸成を図るとともに，森林の多面的機能の発揮のため，森林の適切な
経営管理を推進する。
韻 水産業の振興

魚礁の設置やマダイやヒラメ等の稚魚放流によるつくり育てる漁業を推進するほ
か，漁港や海づり公園の維持・管理など漁業施設等の充実を図る。

－２５５－



吋 市民とともに築く農林水産業

市民に農林水産業や農村景観，伝統文化等にふれる機会を提供し，農林水産業へ
の理解の醸成を図り，農作業体験農園の充実や地産地消等を推進する。

桓 農 業

① 農業構造 （単位：戸）

資料：農林業センサスによる
（注）敢 農家の定義

経営耕地面積が１０アール以上の農業を営む世帯又は農産物販売金額が１５万
円以上あった世帯

柑 販売農家の定義
経営耕地面積が３０アール以上又は農産物販売金額が５０万円以上の農家

桓 自給的農家の定義
経営耕地面積が３０アール未満かつ農産物販売金額が５０万円未満の農家

（単位：ha）

資料：農林水産省「農林水産統計」による
② 主要農畜産物の生産状況

（単位：ha，トン）

資料：市農林水産部による

－２５６－

産

業
（
４
農
林
水
産
業
）

平 成 30年平 成２２年平 成１７年年
区 分耕

地

指数構成比面積指数構成比面積指数構成比面積
9１．７４７．７１，５４０97．0４５．８１，６３０100４４．４１，６８０田内

訳 8０．３52．３１，６９０91．7５４．２１，９３０100５５．６２，１０４畑
8５．４１００．０３，２３０94．1１００．０３，５６０100１００．０３，７８４計

平成30年
（※平成29年）平 成２２年平 成１７年年

区分耕

種

部

門

指数収穫量面積指数収穫量面積指数収穫量面積
６４．８３，５１０７２５84．1４，５５６９７４100５，４２０１，１６０水 稲
２３．１３２61．5８３100１３５麦 類
２３．３４４１．２2０．739．1７３９３６100１，８９０７１甘 し ょ
※7．0※5．23※6．648．0３６２４100７５４１豆 類 ・ 雑 穀

※9２．８※10，１４７※6７４105．1１１，４９５７５０100１０，９４０６０４野 菜
※６８．１※１，２１５※2５６92．4１，６４９３０５100１，７８５３３１果 樹
1６７．１５，４６２2７０95．4３，１１７２７４100３，２６８２９１工 芸 作 物

（面積）
※5３．５－※5４（面積）

64．4－６５（面積）
100－１０１花 き 庭 園 樹

※６５．４※１５，３３７※28６57．4１３，４４８２３１．９100２３，４４０３２７飼 料 作 物

平成27年平成２２年平成１７年年
区 分農

家

4，５62５，５９９６，１６１農 家 戸 数
１，176１，５９２１，９５６う ち 販 売 農 家
3，386４，００７４，２０５う ち 自 給 的 農 家



産

業
（
４
農
林
水
産
業
）

（単位：頭，千羽）

資料：市農林水産部による

③ 都市農業センターの概要

当センターは，農業技術の実証及び普及研修等を行うことにより，本市の特性
を生かした都市型農業と地域農業の振興を図るとともに，土とのふれあい等を通
じて，市民の農業に対する理解と相互の交流を深め，あわせて市民の健康づくり
に資することを目的とする。
ア 所 在 地 犬迫町４７０５番地
イ 開 所 日 平成９年４月２０日
ウ 施設の概要
１．農業研修ゾーン（本館，実証ほ，畜産技術研修施設等）

優良種苗の実証栽培・生産者の研修
２．市民農園ゾーン（市民農園，レストハウス等）

家族用・団体用・車いす使用者用の市民農園 合計８２０区画
３．ふれあいゾーン（ふれあい学習館，食彩ハウス，ふれあい広場，食の森等）

「四季の花園」での観賞用の花の植栽（夏：ヒマワリ，秋：コスモス，春：
ナノハナ）
「食の森」での収穫体験や加工講習会の開催

エ 利用者数（市民農園利用者を除く）

－２５７－

平 成 30年平 成２２年平 成１７年年

区 分畜

産

部

門

指 数飼 養
頭羽数指 数飼 養

頭羽数指 数飼 養
頭羽数

7３．９7，５３８89．３９，１１０100１０，２００肉 用 牛

７８．６２２８93．1２７０100２９０乳 用 牛

１９．９８０８32．2１，３１０100４，０７０豚

1．30．350．0１２100２４採 卵 鶏

65．５51８74．7５９１100７９１肉 用 鶏

平成30年度平成２9年度平成2８年度

約１５１，０００人約１40，０００人約１４１，０００人



産

業
（
４
農
林
水
産
業
）

棺 林 業

① 民有林の概況

（単位：ha薫逢薫束薫％）

資料：県南薩地域森林計画による各年４月１日現在の数値
※竹林の材積の単位は束
※材積合計欄の数値は，針・広葉樹の合計（四捨五入の関係上，合計が合わないことがある）
② 農林水産部所管の市有林・分収林の概況（農林水産部資料による）

（平成3１．４．１現在）
（単位：ha）

款 水 産 業

① 漁業生産状況 （単位：トン）

資料：漁業年次報告による。

－２５８－

合 計郡 山松 元喜 入桜 島吉 田谷 山区 分

４０２．６６０．９16．4112．8－73．4139．1市有林

２５２．９４１．７－62．8－１６．０132．4分収林

平 成 30年平 成２２年平 成１７年年

種 別 指数数量指数数量指数数量

３４．９３０５６０．７５３１100．0８７５沿 岸漁

船 １２１．３１６５１９１．９２６１100．0１３６近 海

５３．４６，７４１７７．７９，８０８100．0１２，６１７海面養殖漁業

16．7１５０．０３100．0６内 水 面 漁 業

５２．９７，２１２７７．８１０，６０３１００．０１３，６３４計

構成比平成３１年構成比平成２６年構成比平成２１年区 分
４７．０１２，７７６４７．４１２，６８１５０．７１３，４９１面積

針 葉 樹
７８．１５，０５９，０００７８．２４，９１９，０００７９．４４，８２８，０００材積
４１．３１１，２３６４１．２１１，０４４３８．５１０，２３２面積

広 葉 樹
２１．９１，４１６，０００２１．８１，３６８，０００２０．６１，２５３，０００材積
５．９１，６０３５．７１，５３７５．０１，３３７面積

竹 林
－６６０，０００－６２６，０００－５５２，０００材積

３．３８９９３．２８５０３．２８６０面積
無 立 木 地

－－－－－－材積
２．４６５８２．５６６８２．６６８６面積

更 新 困 難 地
－－－－－－材積

１００．０２７，１７３１００．０２６，７８０１００．０２６，６０６面積
合 計

１００．０６，４７５，０００１００．０６，２８６，０００１００．０６，０８１，０００※材積



産

業
（
４
農
林
水
産
業
）

② 海づり公園の概要

ア 鴨池海づり公園（開設：昭和６１年４月１２日）
１ 所 在 地 与次郎二丁目９番１２号
２ 開 園 時 間 午前６時～午後７時まで（４月～９月）

午前６時～午後６時まで（１0月）
午前７時～午後５時まで（１１月～３月）

３ 休 園 日 年中無休
４ 施設の概要 駐車場 ５９台

管理棟 鉄筋コンクリート造２階建 延２８６釈
釣 台 長さ１５０ｍ×幅８．０ｍ（釣り人定員２００人）

５ 平成３０年度利用者 24，６８０人
イ 桜島海づり公園（開設：平成１７年４月２６日）
１ 所 在 地 桜島横山町１７２２番地３
２ 開 園 時 間 午前６時～午後７時まで（４月～９月）

午前６時～午後６時まで（１0月）
午前７時～午後５時まで（１１月～３月）

３ 休 園 日 年中無休
４ 施設の概要 管理棟 鉄筋コンクリート造平屋建 ２８釈

釣 台 長さ５０ｍ×幅６．２ｍ（釣り人定員４５人）
５ 平成３０年度利用者 １０，４８７人

歓 生産組織 （平成3１．４．１現在）

汗 農林漁業振興資金

この制度は，農協等融資機関が本市に住所を有する農林漁業者等に融資する農林漁
業振興資金について，市が利子補給等を行い，円滑な資金の融資を図り，農林漁業の
振興に寄与することを目的とする。

－２５９－

会 員 数グループ数組 織 区 分区 分
2016肉 用 牛

畜 産 部 門
3１乳 牛
４１豚
８１鶏

2169小 計
３５3た け の こ

林 産 部 門 ６１せ ん り ょ う
4１4小 計
37456野 菜

耕 種 部 門

63１２花 き
54６果 樹
95２茶
81４鉢 物
66780小 計
９２４９３合 計



産

業
（
４
農
林
水
産
業
）

① 農林漁業振興資金の種類，融資の対象 （平成3１．４．１現在）

※ 金利と利子補給率等については，随時改定が行われる。
（注） 農業経営基盤強化資金については，一定の要件を満たす場合，貸付当初５年間

に限り，国の利子助成により，実質無利子となる。

② 貸付実績 （単位：件，千円）

※貸付は農協等による

漢 農林土木

① 農業用施設の現況及び令和元年度計画 （平成3１．４．１現在）

－２６０－

合 計その他水産施設等農機具農業施設区 分
74０03件数

平成29年度
779，500303，100０0476，400金額

６4０0２件数
平成３０年度

３９０，４００３３７，100０0５３，３００金額

水 門
（か所）

井 堰
（か所）

橋 梁
（か所）

ほ場整備
（ｈａ）

用排水路
（灼）

農 道
（灼）

種 別
区 分

５５４８５２２０３，2３０
（８５０）２７２９５２

（7４）
現 況
（延長，面積，か所）

0100．70．40．8令和元年度計画
※（ ）は農道では一定要件農道延長，ほ場整備では区画整理済面積

市の資金国 の 資 金資金名

区 分
市単独農林
漁業振興資金

漁業近代化
資 金

青 年 等
就農資金

農 業 経 営
基盤強化資金農 業 近 代 化 資 金

農林漁業
全 般水産施設農畜産施設

農地改良等
農畜産施設
農地取得等家畜購入・農機具購入農畜産施設主 な 使 途

農林漁業を営む
個人及び法人

県の実施要領
に規定する者

認 定 新 規
就 農 者

認 定
農 業 者

認定新規
就 農 者

その他
の農家

認 定
農業者

認定新規
就 農 者

その他
の農家

認 定
農業者対 象 者

1．６0％1．５0％－－1．５0％基 準 金 利

－１．30％－－１．30％国・県利
子
補
給
・
助
成
率

－－－－－市

－１．30％－－１．30％計

2．403％０．２０％無利子０．２０％以内０．２０％貸 付 利 率

７年以内１５年以内１２年以内２５年以内１０年
以内７年以内１７年

以内１５年以内償 還償
還
期
間 ２年以内３年以内５年以内１０年以内－２年以内５年

以内
３年
以内

７年
以内うち据置

１００％８０％１００％１００％８０％１００％８０％１００％融資率
貸
付
限
度

７５０万円
個人

１，８００万円
法人

９千万円
３，７００万円

個人
３億円

法人
１０億円

個人 １，８００万円
法人 ２億円

限度額



産

業
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４
農
林
水
産
業
）

② 平成３０年度事業別施工実績 （単位：千円）

※ 災害復旧（国庫）は30年災の合計，件数は地区数。（ただし，平成２９年実施・３０年
受入分を含む。）

（注） 事務費等を含まない。

③ 市単独土地改良事業費の推移 （単位：千円）

④ 平成３０年度県営土地改良事業の負担金

－２６１－

負担割合（％）実 績
区 分

地元市県国地元
（受益者）市費国・県補助金事業費件数

－100－－－２１０,６６0－2１０,６６０５８市 単 独 土 地 改 良 事 業
－6040－－－－－－農 道農業・農村

活性化推
進施設等
整備事業

－6040－－－－－－水 路
105040－－－－－－ほ 場 整 備
－6040－－－－－－農 業 集 落 道 路
－３２1850－５,６８０１２,０７０１７,７５０6西部第一地区村づくり

交 付 金（注）団体営
土地改良
事 業

－341650－１２,９３８２５,１１６３８,０５４４吉野地区
－50－50－２,７５０２,７５０５,５００３鹿児島第１

二 期 地 区農業基盤
整備促進 －４５－55－９,３７８１１,４６２２０,８４０３鹿児島第２地区

－100－－－2,7４３－2,7４３2市 単
降灰農業用

施設等
災害復
旧事業

－5050－－－－－－（注）県 単
－３２－６８－２,５７４５,４７６８,０５０５（注）国 庫農地
－－－－－０１,６０５０1（注）国 庫施設
－100－－－５６,４００－５６,４００1１市 単施設

市負担金負 担 割 合 （ ％ ）事 業 名

（千円）市地元（受益者）県国（地 区 名）

７５０1503055県営農地環境整備事業
（川田地区）

２９，１２52502550基幹水利施設ストックマネジメント事業
（松元地区）

２９，８７５計

平成30年度平成29年度平成2８年度平成27年度年度別

区分
工種 指 数工事費指 数工事費指 数工事費指 数工事費

９２．１２8，４２８115．538，722103．834，80192．130，873農 道 改 良

２２９．１４５，９２６157．434，360201．944，06991．820，049農 道 整 備

７５．３１３６，３０６113．5180，118104．1165，152114．1181，043水 路 改 良
そ の 他

９０．８２１０，６６０118．3253，200114．0244，022108．4231，965計
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澗 農事事務嘱託員制度

① 設置目的

農林行政の円滑な運営を図るため，農事事務嘱託員制度を設ける。
② 委嘱事務

ア 農林業に関する各種調査及び報告
イ 農林業に関する文書等の配布，伝達
ウ 農地及び農業用施設の整備要望の取りまとめ及び用地確保への協力
エ 農地及び農業用施設の災害復旧対策推進への協力
オ その他，農林業に関して特に必要な事務

③ 人 数（平成31．４．１現在）
34６人

５ 中央卸売市場
業務開始 昭和１０年１１月３日（全国で７番目）
職 員 数 ２２名（平成31．４．１現在）

青果市場 東開町１１番地１
昭和５１年１１月新設移転
敷 地 面 積 ９７，３９３釈
施設延面積 54，456釈

平成30年次の青果物の取扱高は数量で170,674トン（対前年比95.8％），金額で343億８
千１百万円（対前年比99.4％）となり，数量はやや減少したが，金額は前年並みであっ
た。
野菜の入荷状況は，２月までの低温や大雪，春の高温や雨による品質低下の影響や，

７月の西日本豪雨，９月の北海道地震と台風襲来により，産地被害と物流の乱れが発生
したほか，夏場の高温や干ばつによる生育不良等のため，数量減で推移した。１０月から
は好天に恵まれ気温も高かったことから，前進出荷で豊作となり数量増となった。累計
の入荷量は１４５，６４９トンとなり，前年と比較して５，９１６トン（３．９％）減少した。
相場は，２月までは悪天候の影響で入荷が少なく一時的に高値となったが，春の高温

や雨による前進出荷と品質低下等により，４月までは安値となった。７月からは自然災
害の影響による全国的な品薄傾向のなか，一定の需要があり１０月までは高値で推移し
た。１１月からは全国的に好天で豊作となり安値となった。
総額では，２５９億５千６百万円となり，前年と比較して３億１千万円（１．２％）減少し

た。１㎏当たりの平均単価は１７８円で前年と比較して５円高となった。
果実の入荷状況は，４月までは冬場の悪天候の影響で数量減となった。７月の西日本

豪雨時は主な入荷が九州管内からであったため，物流の影響は少なかった。８月以降は
夏場の高温や干ばつによる生育不良，９月の台風による落下被害や品質低下等のため，
数量減で推移した。累計の入荷量は２３，３３８トンとなり，前年と比較して９３５トン
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（３．９％）減少した。
相場は，４月までは悪天候の影響で入荷が少なかったため，高値となった。６月から

は気象災害の影響で，入荷が少なめで推移するなか，全体的に販売は順調であったた
め，やや高値で推移した。
総額では，８１億９千万円となり，前年と比較して１億２千４百万円（１．５％）増加し

た。１㎏当たりの平均単価は３５１円で前年と比較して１９円高となった。

魚類市場 城南町３７番地２
昭和４２年４月新設移転
敷 地 面 積 ３０，１５１釈（県有地の借地を含む）
施設延面積 ２４，３０５釈

平成30年次の水産物の取扱高は，数量で24,586トン（対前年比98.0％），金額で162
億４千９百万円（対前年比94.4％）となり，数量は498トン，金額は９億７千万円，
前年を下回った。
これを種類別に見ると，数量でしび30.4％，かつお類13.9％増加したが，あじ類

24.9％,いわし類22.9%,ぶり13.2%減少し，全体的にはわずかに減少となった。
金額については，数量が増加したしび，単価が増加したまぐろ類などが増加した

が，魚類市場で取扱量の多いかつお類の単価が下がったことに加え，ぶり，あじ類な
どの数量が減少したことなどにより，全体的にはやや減少した。
鮮魚全体の１ ㎏ 当たりの平均単価は，604円（対前年比94.4％）で前年より36円の

減となった。
冷凍魚は，単価はやや増加したが，数量,金額はかなり減少した。塩干・加工品

は，単価はかなり増加したが，数量はかなり減少し,金額は前年をかなり下回った。

中央卸売市場の再整備

近年の卸売市場を取り巻く環境の変化等を踏まえ，施設の整備をはじめ，将来的に
あるべき方向性を明確にし，その方向性に基づいたハード・ソフトの両面について検
討を行い，健全な市場運営を目指すことを目的として，「機能的な市場」，「活力ある
市場」，「魅力ある市場」の３つの基本コンセプトを掲げ，今後の市場の施設整備と活
性化対策についての整備方針を示した「鹿児島市中央卸売市場整備計画」を平成２１年
３月に策定した。
整備の方針として，青果市場は，ストックマネジメントの考え方に基づき，施設の高

度化や利用者の利便性に対応した改修や修繕に取り組むこととし，魚類市場は，老朽化
が著しく，施設の再整備が急務となっており，現在地での建替えを進めることとした。
この「鹿児島市中央卸売市場整備計画」に基づき，青果市場，魚類市場それぞれの目

指す姿と達成目標を明らかにし，それらを実現するために必要な取組みと，市場整備を
推進するため，平成２４年３月に「鹿児島市中央卸売市場魚類市場再整備基本計画」を，
同年７月に「鹿児島市中央卸売市場青果市場リニューアル基本計画」を策定した。
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平成２５年度は，それぞれの基本計画に基づき，青果市場では，リニューアル整備に
向けて，技術的検討を踏まえた整備方針を取りまとめ，さらに品質衛生管理機能の向
上を図るための屋根付荷捌場の実施設計を行い，魚類市場においては，現在地での建
替え整備に向けて，再整備基本設計をまとめた。
青果市場では，平成26年度から平成30年度までに，屋根付荷捌場・自走式立体駐車場

の新築工事，エレベーター・見学デッキの新設工事を行うとともに，管理棟・関連商品
売場棟・卸売場棟・冷蔵庫棟などの改修工事や場内舗装工事等を実施した。
魚類市場では，平成26年度に市場棟などの実施設計を行うとともに，現在地建替えに

必要な仮設市場棟・ポンプ室等の建設工事に着手した。平成27年度に仮設市場棟・ポン
プ室等の建設工事が完成し，仮設施設への移転を行い，平成28年度に市場棟（１工区）
及び関連店舗棟の建設工事に着手した。平成29年度は関連店舗棟が完成し，引き続き市
場棟（１工区）の建設工事を行い，平成30年度に市場棟（１工区）が完成し，２期解体
工事に着手した。
両市場の基本コンセプトである「魅力と活力にあふれた機能的な市場づくり」と鹿児

島の「食」の魅力を伝える発信拠点の実現を目指している。
敢 取扱品目

青果市場 野菜，果実及びこれらの加工品，鳥卵並びに規則で定めるその他の食
料品

魚類市場 生鮮水産物及びその加工品並びに規則で定めるその他の食料品
柑 市場施設 （平成3１．４．１現在）
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摘 要面 積名 称市 場 別
鉄筋コンクリート造，鉄骨造１１，１０３釈卸 売 場

青 果 市 場

〃６，７６０仲 卸 売 場
〃４，３３２事 務 室

鉄骨造7，860屋 根 付 荷 捌 場
〃3，468買 荷 保 管 所

鉄筋コンクリート造，鉄骨造2，987関 連 事 業 店 舗
〃5，638冷 蔵 庫

鉄骨造4，444自 走 式 立 体 駐 車 場
鉄筋コンクリート造，鉄骨造７，８６４そ の 他

５４，４５６計

摘 要面 積名 称市 場 別

鉄筋コンクリート造，鉄骨造４，８３３釈卸 売 場

魚 類 市 場
鉄筋コンクリート造１，６２８仲 卸 売 場

〃１，７４０事 務 室

〃１７８買 荷 保 管 所
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桓 取引機構 （平成3１．４．１現在）

棺 使用料

卸売業者市場使用料……卸売金額（消費税額及び地方消費税額を含む。以下同じ）
の１０００分の３（鳥卵及び調理冷凍食品並びに冷凍鯨肉以外
の冷凍魚及び調理冷凍食品は卸売金額の１０００分の１）

卸売業者売場使用料……１釈 １カ月 青果市場１００円 魚類市場１００円
仲卸業者市場使用料……条例第５２条第２項の規定により買い入れた物品の販売金額

（消費税額及び地方消費税額を含む。以下同じ）の１０００分
の３（鳥卵及び調理冷凍食品並びに冷凍鯨肉以外の冷凍魚
及び調理冷凍食品は販売金額の１０００分の１）

仲卸業者売場使用料……１釈 １カ月 青果市場６００円
魚類市場３００円

事 務 室 使 用 料……１釈 １カ月 青果市場 卸売場棟７００円，その他６５０円
魚類市場 市場棟事務室３４０円，

関連店舗棟事務室７３４円
土 地 使 用 料……１釈 １カ月 青果市場４０円 魚類市場３０円
関連商品売場使用料……１㎡ １カ月 青果市場 1,250円

魚類市場 売店819円，食堂944円
駐車場施設使用料……１区画 １カ月 青果市場 2,000円 魚類市場 3,000円
屋根付荷捌場施設使用料……１㎡ 1カ月 青果市場 200円
使用料のうち卸売業者市場使用料，仲卸業者市場使用料及び土地使用料の額

は，上記により算出した額とし，これらの使用料を除くその他の使用料の額は，
上記により算出した額に１００分の１０８を乗じて得た額とする。
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関連事業者売買参加者仲 卸 業 者卸 売 業 者業種別員数
市 場 別

２７1272５２青 果 市 場
１２８５２９２魚 類 市 場

摘 要面 積名 称市 場 別
鉄骨造1，１８０関 連 事 業 店 舗

魚 類 市 場

鉄筋コンクリート造２７２冷 蔵 庫
〃３２０冷 蔵 砕 氷 施 設

鉄骨造1，746自 走 式 立 体 駐 車 場
〃６０発泡スチロール処理施設

８，５２９そ の 他
２０，４８６計
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款 年間取扱高

歓 青果市場入荷量状況 （単位：ｔ）
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果 実野 菜

平成30年次平成２9年次平成30年次平成２9年次

２５６鹿児島市

国

内

284鹿児島市

国

内

３，９３５鹿児島市

国

内

3，798鹿児島市

国

内

４，４３５県内計5，062県内計６９，５６９県内計75，152県内計

３，０５９青 森3，313青 森１８，１０９北海道19，496北海道

２，９３３熊 本3，133熊 本１３，１６０長 崎13，353長 崎

１，６９５福 岡1，770福 岡７，９３７熊 本8，256熊 本

１，０４２長 野1，125長 野７，１４８宮 崎7，153宮 崎

８０７佐 賀789佐 賀６，１７５長 野5，908長 野

２，９４８その他3，356その他２０，６４１その他19，796その他

１２，４８４県外計13，486県外計７３，１７０県外計73，962県外計

６，４１９外 国5，725外 国２，９１０外 国2，451外 国

２３，３３８合 計24，273合 計１４５，６４９合 計151，565合 計

数量：ｔ
金額：千円単位（

平 成 30年 次平 成 29年 次平 成 2８ 年 次年次

区分 金 額数 量金 額数 量金 額数 量

３４，３８０，９９１１７０，６７４34，589，074178，162３６，９４７，４８２１７３，４００青 果 市 場

３４，３８０，９９１１７０，６７４34，589，074178，162３６，９４７，４８２１７３，４００卸 売 業 者

２５，９５５，９９６１４５，６４９26，265，678151，565２８，０２５，４７６１４６，８１２（ 野 菜 ）

８，１９０，０８０２３，３３８8，066，02224，273８，６３３，７８８２４，１２６（ 果 実 ）

２３４，９１５１，６８７257，3742，324２８８，２１８２，４６２（そ の 他）

００00００仲 卸 業 者

１６，２４９，１８８２４，５８６17，222，05725，08417，841，33525，363魚 類 市 場

１５，５２１，０８１２３，９９８16，493，73424，51717，111，37524，790卸 売 業 者

１２，７０１，９９４２１，０１４13，540，48921，16313，878，61421，443（ 鮮 魚 ）

１，２２３，３２５１，３６９1，306，9341，5081，435，9261，583（冷 凍 魚）

１，５９５，７６２１，６１５1，646，3111，8461，796，8351，764（塩干，加工，その他）

７２８，１０７５８８728，323567729，960573仲 卸 業 者

５０，６３０，１７９１９５，２６０51，811，131203，246５４，７８８，８１７１９８，７６３計



汗 魚類市場鮮魚の魚種別取扱高 （単位：ｔ，％）
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平 成 30 年 次平 成 29 年 次順

位 率数 量魚 種率数 量魚 種

３４．６７，２６６か つ お 類30．16，378か つ お 類１

８．０１，６８９し び8．71，848ま ぐ ろ 類２

８．０１，６７７ま ぐ ろ 類7．31，549ぶ り３

６．４１，３４５ぶ り6．71，428た い 類４

６．３１，３２９た い 類6．11，295し び５

４．６９６０貝 類5．31，126あ じ 類６

４．０８４６あ じ 類5．01，062貝 類７

３．７７７４さ ば 類3．8808さ ば 類８

３．４７１７か ん ぱ ち3．6755か ん ぱ ち９

２．３４８１い か 類2．9617い わ し 類１０

１８．７３，９３０そ の 他20．54，297そ の 他

１００．０２１，０１４合 計100．021，163合 計
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